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• 健康危機対処計画（感染症編）モデル事業の報告

• 山形県村山保健所の新型コロナ対応

• 山形県の結核対策と感染症対策

• 「記録」について

• まとめ
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https://www.pref.yamagata.jp/020026/kensei/information/clink.html
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健康危機対処計画（感染症編）



健康危機対処計画（感染症編）モデル事業の進め方とスケジュール



山形県 村山保健所 健康危機対処計画（感染症編）の 概 要 【令和６年３月策定】

根 拠 法

計 画 の
目 的

地域保健法（昭和22年法律第101号）、地域保健対策の推進に関する基本的な指針（平成６年厚生省告示第374 号）

新興感染症等による健康危機発生時においても地域の医療提供体制を維持し、地域保健対策の拠点としての保健所機能を発揮・継続できるよう村山保健所の体制を強化

関 連 法 感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律（平成10年法律第１１４号）

第
１
章

健康危機対処計画（感染症編）の概要と発生時における村山保健所等の役割
① 医療提供体制の確保（体制整備を含む）
② 感染症患者に対する勧告入院の手続きや移送等の実施
③ 地域における感染症まん延防止のための積極的疫学調査の実施
④ 接触者への対応（相談、感染対策の保健指導、検査、移送等）

計 画 実 効 性 の 担 保 と 定 期 的 な 評 価
管理職で構成する「村山保健所健康危機対策本部運営会議」を設置
健康危機発生を想定した全般的な対応に係る訓練を毎年実施

訓練の結果等を踏まえ必要に応じて本計画を改定

保健所の役割を果たすために

第
２
章

平常時における保健所での準備

〇村山保健所（以下「保健所」）管内の医療提供体制の確保（① ⑤ ⑥）
・「山形県感染症予防計画」に沿って「山形県感染症対策連携協議会」や協定等により、
医療提供体制を確保

〇健康危機（感染症）発生時の業務量と必要人員数の想定（② ③ ④）
業務量の想定
・保健所は主に地域のまん延防止対策（陽性者の隔離と接触者対応）の業務を担うが、
業務量は感染状況等により大きく変化するため正確な予測は困難
このため感染者とその数倍の接触者への対応を想定し、ICT活用や業務効率化を促進

・検体採取や施設内感染対策指導で使用する感染対策物品等の十分な量を確保・備蓄
必要人員数の想定＜新型コロナウイルス感染症(以下「新型コロナ」)対応の実績から想定する必要人員数＞

・新型コロナ対応から概算した必要応援職員数は63人
うち外部委託(外部人材)で確保する想定必要人数は（63-26）37人(IHEATを中心に確保)

    保健所の業務継続計画(BCP)から「各課の最小必要人数」と「平時の人員数」の差の総和を求め、
「BCP発動により確保可能な保健所内部の応援職員数の最大値」を26人と算出

・健康危機発生時の人員体制、BCP発動基準、業務縮小や中断、指揮命令系統、
IHEAT活用や外部委託のため予算、受援のための資料や手順を平時から確認

〇健康危機（感染症）発生時に備えた人材の確保・育成（特にIHEAT）（③ ④）
・保健所内の人材育成：担当部署や職種を限定せず、感染症対応に関する研修受講を促進
・保健所外の人材育成：地域保健法に基づき、IHEATを育成

〇高齢者施設等における感染症対応を想定した実践型訓練の実施（⑦）
・感染症対策の研修会や実践型訓練の実施、感染症発生時のBCPの策定状況を確認・支援

〇感染状況に応じた保健所の人員体制整備のイメージ

感染症担当が対応

海外や国内で新興感染症が発生

県内で新興感染症が発生

新興感染症のまん延が持続

医療・介護提供体制がひっ迫
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略語一覧
IHEAT：感染症のまん延等の健康危機が発生した際に

 地域の保健師等の専門職が保健所等の業務を
 支援する仕組み

DHEAT：災害時健康危機管理支援チーム
DMAT：災害派遣医療チーム
FETP：実地疫学専門家養成コースを受講・修了した人材
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健 康 危 機 （ 感 染 症 ） 発 生 時 に お け る 保 健 所 の 体 制 整 備 と 取 組 み

① 保健所体制の整備（現地対策本部の設置）
・「新興感染症及び一類感染症」患者が発生した場合や「二～四類感染症及び一部の五類感染症」患者
が多数又は広域に発生した場合、保健所内に現地対策本部（本部長：保健所長）を設置し体制を整備

・本部長である保健所長は全体調整や予算・組織を所管する保健福祉環境部長と一体的に現地対策本部
を運営

② 感染症患者に対する勧告入院の手続きや移送等の実施
③ 地域における感染症まん延防止のための積極的疫学調査の実施

<対象> ・新興感染症患者 ・一～四類感染症患者
  ・五類感染症患者の一部（麻疹や風疹、侵襲性髄膜炎菌等のアウトブレイク）等

④ 接触者への対応（相談、感染対策の保健指導、検査、移送等）
⑤ サーベイランスと関係機関との連携
・疫学調査や入院等に関する一連の情報を一元化できるシステムで共有

⑥ リスクコミュニケーション
・関係者間で情報共有や役割分担を行うためのリスクコミュニケーション会議を開催

⑦ 高齢者施設等における対応
・高齢者施設等から集団感染の報告を受け、疫学調査及び感染拡大防止のための指導を実施
・感染症対策の専門家等と連携し、必要時、専門家を派遣

第
３
章

健康危機(感染症)発生時の保健所業務の実際（新型コロナ対応業務の実際）

第
4
章

次の健康危機に備えるため、新型コロナで対応した業務や対処方法の振り返りを
目的に、当時の職員による『ワールドカフェ』を開催。コロナ対応で「困ったこ
と」や「うまくいったこと」などについて業務毎に意見交換を実施

相談業務、積極的疫学調査と濃厚接触者の対応、発生届とデータ管理、
検査誘導と検体搬送、保健指導と受診や入院の調整、患者等の移送、
宿泊療養施設の対応、クラスター対応、自宅療養者への支援(食料支
援、パルスオキシメーターの貸出） 等

意見交換のまとめ

データ化
まとめ

ワールドカフェ会場の様子

村山保健所における新型コロナ対応業務を振り返り記録 別冊

新型コロナに対応
した職員の体験談
として「生の声」
を取りまとめ

エスノグラ
フィーの
手法を活用

新型コロナ対応で得た
知 見 を 次 に 活 か す

かけ放題スマホ 30台新規契約
固定電話回線 ６回線増設
一人1台PC 16台追加
タブレット端末 2台
AI-OC ２アカウント
複合機 １台
紙折り機 １台
机/テーブル 40台

新型コロナ対応時の大会議室レイアウト(R4.8)

〇高齢者施設等における
実践型訓練

高齢者施設等における課題

対策の方向性

・標準予防策など感染対策の普及
・感染症発生時のBCPの策定
・実効性のある訓練の実施
・医療機関や地域の訪問看護
ステーションとの連携

・感染症対策を推進する専門
人材が不足

・感染症が発生した際の初期
対応が困難

・要介護高齢者の急変時対応
が困難

〇リスクコミュニケーション

平常時
地域、職域、ライフステージ
毎の対象者に感染症に関する
知識と予防策について普及啓
発を行うとともに、関係機関
と連携を図り医療提供体制を
整備する。

感染症発生時
病院、診療所、市町、消防、
医師会・薬剤師会・看護協
会等の関係団体、各種施設
等の保健医療福祉等の関係
者間で情報共有と役割分担

（Web会議を活用）

訓練やリスクコミュニケー
ションを行い、随時見直し

⑤ サーベイランスと関係機関との連携
⑥ リスクコミュニケーション
⑦ 高齢者施設等への対応



新型コロナ対応報告書 → 健康危機対処計画（感染症編）

R2～R4のまとめ
（非公式なもの）

公文書へ
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2020年(令和２年) 2022年（令和４年）
1月 国内初の新型コロナウイルス感染者確認（1/15） 1月 県内一部市町村にまん延防止等重点措置（1/27-2/20）

2月 「指定感染症」に指定 2月 北京オリンピック冬季競技大会開催（2/4-2/20）
治療薬「パキロビッドパック」特例承認（2/10）

3月 志村けんさんコロナで亡くなる（3/29） 県内累計感染者数が１万人を超える（2/20）

東京オリンピックパラリンピック開催延期（3/24）

県内初コロナ感染者確認（3/31） 6月 県内初BA.5感染者確認（6/28）

4月 緊急事態宣言を発令（4/16全国） 7月 県内累計死者数が100人を超える（7/23）
国内初デルタ株感染者確認（4/1）
全世帯に布マスク配布（4/1） ～　県内で第７波を迎える　～

7月 GO TOトラベル開始（7/22） 8月 山形花笠まつり３年ぶりの開催（8/5-8/7）
第７波の県内の新規感染者数が1,999人に（8/11）

8月 山形花笠まつり開催中止（8/5－8/7） 村山保健所管内の新規感染者が1,024人に（8/20）
おばなざわ花笠まつり開催中止（8/27-8/28）

9月 発生届の対象者を限定（9/14）
9月 ドライブスルー方式で日本一芋煮会フェスティバル 日本一の芋煮会フェスティバル３年ぶりの開催（9/18）

を開催（9/20） 県内累計感染者数が10万人を超える（9/19）

2021年（令和３年） 10月 ファイザー社製オミクロン株（BA.4-5）対応２価ワクチン
2月 ファイザー社製ワクチンが薬事承認（2/14） 薬事承認（10/5）

「指定感染症」から「新型インフルエンザ等感染症 全国旅行支援開始（10/11）
（第２類相当）」に変更（2/13） 県内累計死者数が200人を超える（10/20）
医療従事者等へのワクチンの接種開始（2/17）

～　県内で第８波を迎える　～
5月 アストラゼネガ社、武田/モデルナ社ワクチンが

薬事承認（5/27） 11月 モデルナ社のオミクロン株（BA.4-5）対応２価ワクチン
薬事承認（11/1）

7月 県内初デルタ株感染者確認（7/22） 初の国産飲み薬「ゾコーバ」緊急承認（11/23）

治療薬「ロナプリーグ」特例承認（7/19） FIFAワールドカップカタール2022（11/20-12/18）
東京オリンピック開催（7/30-8/8）

12月 県内累計死者数が300人を超える（12/28）

8月 山形大花火大会無観客開催（8/14） 県内累計感染者数が20万人を超える（12/31）

東京パラリンピック開催（8/24-9/5）

2023年（令和５年）
9月 治療薬「ゼビュディ」特例承認（9/27） 1月 5月8日からの５類引き下げが決定（1/27）

10月 オンラインで山形まるごとマラソン開催（10/3） 2月 3月13日からマスク着用を個人の判断にゆだねる
ことが決定（2/10）

11月 国内初オミクロン株感染者確認（11/30）

12月 県内初オミクロン株感染者確認（12/31）

新型コロナ対応報告書 新型コロナに関する社会の動き（山形県版）



相談 新型コロナウイルス相談センター（有症状者等の電話相談）
帰国者・接触者等の専用外来へ受診調整（医療機関からの相談を含む）

検査 行政検査（PCR検査）受付・地方衛生研究所へ検体搬送
疑い患者や濃厚接触者のPCR検査の検体採取・PCR検査等の実施

届出 発生届受理・システム(NESID～HER-SYS)入力・都道府県や国へ報告

療養方針・入院調整等 患者等発生時に本人及び医療機関と連絡調整・療養方針決定

感染症診査協議会の開催（公費負担・入院勧告・就業制限）

入院勧告・就業制限・自宅待機の要請・入院/宿泊調整・移送（救急要請含む）

健康観察 自宅療養患者の健康観察・病状把握(My HER-SYS)
帰国者や感染者家族および濃厚接触者なども含め、
自宅内の感染対策や消毒方法に関する指導等

調査および

感染拡大防止

積極的疫学調査(「時・人・場所」を探知・クラスター対策を含む)
施設・企業等（患者職場、利用施設等を含む）への相談対応・指導
医療機関における感染対策の実地確認（患者や職員の動線・検体の扱い等）
医療用資機材（マスク・防護服等）の需要・在庫調査、確保・配布

情報共有や連携 医療体制について医療機関（病院・医師会等）へ説明や交渉、連携会議
診療に関する問合わせ・ホットライン設置・メーリングリスト

広報や啓発 広報及び取材対応、市HP・保健所公式ツイッターやLINE等SNSの活用、多言語対応、外国語ポスターの作成等。管内市町村と
情報共有や住民啓発等に関する専門的科学的見地からの助言

組織内調整 補助金申請に係る調査・報告（都道府県・国との調整）
新型コロナ対応について本庁や他の保健所等との意見交換や調整会議等

新型コロナ対応報告書 新型コロナに対する保健所の対応
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書面の記録だけカウント、実際はこの数倍の問合せがあった

新型コロナ対応報告書 新型コロナに関する村山保健所の相談対応件数



第1～2波
R2～

第1波
最大値※
3名

第2波
最大値
10名

第3～4波
R3.3～6

第3波
最大値 43名

第4波
最大値 18名

第5波
R3.7～12

最大値 34名

第6波
R4.1～4

最大値159名

第7波
R4.7～9

最大値
1024名

第8波 R4.10中旬～

●村山保健所を中心に地域の総力を結集して３年以上にわたる新型コロナに対応。地区医師会との新型コロナ「タスクフォース」の設置や
管内病院と緊密に連携するなどして感染症対策を強力に推進

●５類移行後も重症化リスクの高い人への対応を継続。同時に今後の新興感染症に備えるため『健康危機対処計画』を年度内策定

１．村山管内の新型コロナ陽性者の推移（R2.3～R4.9）

2．感染症法に基づく村山保健所の主な対応

４．村山保健所の対応

●新型コロナ ５類移行後も重症化リスクの高い人を中心に対応継続

●今後の新興感染症に向け、「健康危機対処計画」を年度内策定
（国のモデル事業を活用 ※全国８保健所等の採択 )

●当面の課題AMR対策※を検討するため、医師会・医療機関等と「村山AMR 
等対策ネットワーク」を立ち上げ ※薬が効かない病原体による感染症のまん延防止対策

相談 一般県民の受診等電話相談（延べ56,000名） など

届出受理 発生届受理（1日最大578名）・システム(HER-SYS)入力 など

療養方針・
入院調整等

トリアージ診察を踏まえた新規陽性者の療養方針決定

救急搬送調整（延べ281名） など

健康観察
自宅療養患者の健康観察（1日最大2,420名）

濃厚接触者の検査誘導（延べ13,000件） など

調査及び感
染拡大防止

疫学調査（感染経路の探知）（1日最大578名）

事業所・学校・施設等への相談対応・指導 など

〈村山保健所における業務実績の年度別推移〉 （件）

3.施設内のクラスター（重症化リスク）への対応

〇重症化リスクの高い施設（病院、高齢者施設等）のクラスター対応のため、
①感染症専門班※、村山保健所の医師・保健師のチーム、②地区医師会との
新型コロナ「タスクフォース」が現地で感染対策を助言・指導
※管内病院の感染症の専門医師・看護師で編成

○保育施設・学校等のクラスター対応は、管内市町と連携して対応

〈施設内のクラスター（重症化リスク）への対応〉 (件) （R2.3～R5.3）
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濃厚接触者の
検査誘導件数

救急搬送件数
※R4年度は4～10月分まで

■県全体 ■村山管内 ※村山管内の最大値 ○市町別人口10万人当たりの累積陽性者数
(R2.3.31～R4.9.14)

県全数把握
見直し 
9/14
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クラスター等対応件数
（重症化リスク回避件数）

33 256 100

村山管内 延べ48,275名
（9/14までの全数把握分）

※県全体の大宗を占める

山形県村山保健所における新型コロナ対応



山形県の感染対策 結核の接触者健診
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公衆衛生学会奨励賞（瀬戸順次研究専門員：写真中央）

山形県の感染症対策 先進的な結核分子疫学調査



2025年4月号



山形県の感染症対策 衛生研究所の取組み（ウイルス分離）

ウイルス分離の結果を毎月公表



山形県の感染症対策 衛生研究所の取組み（ウイルス分離）

山形県衛生研究所 所長
水田克巳先生作成資料より引用



個人データ使用等に配慮した
オープンアクセス方式の回答

新型コロナ後遺症調査（県庁と保健所が連携）



山形県村山地域のAMR（薬剤耐性）ネットワーク

https://www.yamagatau.ac.jp/jp/files/3914/5930/5100/hospital_p006.jpg

https://www.saiseikai.or.jp/wpontent/uploads/2012/12/06_7_%E5%B1%B1%E5%BD%A2
%E6%B8%88%E7%94%9F%E7%97%85%E9%99%A2.jpg

https://www.ypch.gr.jp/themes/ypch2025/common/images/home/slide_image01.jpg?01

https://www.city.yamagata-
yamagata.lg.jp/_res/projects/default_project/_page_/001/014/521/0901_5.jpg

https://encryptedtbn0.gstatic.com/images?q=tbn:ANd9GcRqI8yklL
MFxeEoH2ah_NdexxOYy5sFISxUYg&s

山形市保健所
山形県村山保健所

協力機関
山形県衛生研究所

臨床検査
技師会

事務局

病院

医師会

薬剤師会

地域住民

2023（R5）

ネットワーク会議
R4 JANISの薬剤耐性調査
研修会（AMR対策全般）

2024（R6）

R5 JANISの薬剤耐性調査
ネットワーク会議
研修会（VREの事例報告）

2025（R7）

R6 JANISの薬剤耐性調査
学会報告、幹事会
ネットワーク会議



令和４年、令和５年の山形県村山地域の薬剤耐性の現状を明らかにするため、
院内感染対策サーベイランス（JANIS）情報から以下の項目を抽出して集計
→ 地域の耐性菌の状況を把握して公表
・バンコマイシン耐性腸球菌の罹患数 ・黄色ブドウ球菌のメチシリン耐性率 ・大腸菌のフルオロキノロン耐性率 ・緑膿菌のカルバペネム耐性率
・大腸菌・肺炎桿菌のカルバペネム耐性率 など

村山地域の薬剤耐性菌に関する調査

目標値 4病院 10病院

AMRアクションプランの指標 2020年 2027年 R4(2022) R5(2023) 達成／未達成

バンコマイシン耐性菌腸球菌感染症の罹患数 135人 80人以下 0 1 ー

黄色ブドウ球菌のメチシリン耐性率 50% 20％以下 26.2 36.0 未達成

大腸菌のフルオロキノロン耐性率 35% 30％以下 26.3 28.6 達成

緑膿菌のカルバペネム耐性率 11% 3％以下 8.2 11.4 未達成

大腸菌・肺炎桿菌のカルバペネム耐性率（※） 0.1-0.2％ 0.2％以下       - -
-

大腸菌のカルバペネム耐性率 0.4 0.0 達成

肺炎桿菌のカルバペネム耐性率 0.2 0.3 未達成

※村山AMRネットワークの集計結果としては大腸菌と肺炎桿菌をそれぞれ別で集計して表記した

R4・R5の調査結果とAMRアクションプランの目標値との比較

調査結果を保健所のホームページで公表
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村山保健所の新型コロナ対応を記録し、次世代に伝える



• 健康危機対処計画（感染症編）モデル事業では村山保健所
の新型コロナ対応報告書が活用できた

• 平時の結核対策は関係機関との連携構築に役立つ

• 関係機関と連携し、保健所も学会発表や研究に関わること
ができる。平時の仕事 ＋αの取組みが、健康危機発生時
の対処に役立つと考えられる

まとめ
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